






































第一審：京都地裁昭和 52 年 9 月 16 日判決1）
第二審：大阪高裁昭和 57 年 4 月 14 日判決2）
差戻し第一審：京都地裁昭和 61 年 2 月 4 日判決3）
差戻し第二審：大阪高裁昭和 62 年 2 月 26 日判決4）





本事件は、昭和 27 年中華民国が京都所在の中国人留学生用の寮を購入（同 36 年に所有権移転登
記）、昭和 42 年中華人民共和国支持派の学生に寮を占拠されたとして中華民国は寮の明け渡しを求め








年 9 月 29 日の時点では、中華人民共和国に国名を変更された中国国家というべきである。」
判旨 2 （代表権の喪失）；「本件のように代表権の消滅が公知の事実である場合には、民訴法 37 条で
準用される同法 36 条 1 項所定の通知があったものと同視し、代表権の消滅は、直ちにその
効力を生じる。」
判旨 3 （訴訟手続の中断）；「本件のように、…新たな政府を承認したことによって、…当該外国国











第一審：平成 19 年 12 月 14 日東京地裁判決6）

















































































和 34 年 11 月 26 日特許庁（被告）に対して、登録商標の登録無効審判の請求訴訟を起した。これに
対して特許庁は昭和 42 年 11 月 18 日にそれを却下した。一方、東独は 1964 年にパリ条約に加入して
いたが、日本政府は昭和 40 年（1965 年）に同条約加入宣言に基づく一般的効力の発生を留保し、我
が国に対してはその効力が生じない旨の反対宣言をしその権利能力が否定されていた15）。
このことで、審決では我が国にとって未承認国であった東独との相互主義の適用を否定したが、昭






























台湾については、2002 年 1 月に TRIPS への加盟がなされ、ベルヌ条約には未加入である。
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－Recent two cases in the supreme-court and
the intellectual property high-court－
Hiroyuki NISHIGUCHI
Our country has still the unsettled issue of the diplomatic relations with other country which is the
unrecognized nation’s qualification with Taiwan and North Korea.
Recently, two cases for these countries have been shown in the supreme-court and the intellectual
property high-court. The former is for the dispute concerning the property right for a student dormitory
and the latter is for North Korea’s copy-rights infringement by Japanese TV stations. In both cases, their
unrecognized nation’s ability to law -suit made the courts decision difficult unlike the normal cases.
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